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■ごみ処理施設                 
（１）処理方式の概要 

  ①処理方式の分類 
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切断式 

生ごみや汚泥等の有機性廃棄物の処理に限定されるため,
焼却施設等の併設が必要です。 

溶融（スラグ化） 
燃料や電気等のエネルギーを利用して,焼却灰等を約

1,200℃以上の高温で,無機物を溶融してスラグに変換さ
せる技術です。 

焼成 
一般に焼結を目的とした加熱処理のことを指します。

「焼結」とは,固体粉末の集合体を融点よりも低い温度で
加熱すると固まって焼結体と呼ばれる緻密な物質になる
現象をいいます。 
焼却灰を約1,000～1,100℃で熱処理し,塩素・重金属

を揮散させることによって得られた焼成灰は,上層路盤工
に使用される他,粒度調整砕石や再生粒度調整砕石,セメ
ントと混合して人工砂を製造し,下層路盤材等に利用され
ます。 

セメント原料化 
焼却灰や焼却飛灰をセメント原料として利用するもの

です。セメントの主成分は,酸化カルシウム（CaO）,二酸
化けい素（SiO2）,酸化アルミニウム（Al2O3）酸化第二
鉄（FeO3）などであり,焼却灰にも含まれます。 
焼却灰のセメント原料としての活用は,最終処分場の延

命だけでなく,石灰石や化石起源エネルギー等の天然資源
の節約につながります。 
エコセメントとは,ごみを焼却した際に発生する焼却灰

を原料として使用（製品1トンにつき廃棄物を500kg以
上使用）して作られるセメントをいい,平成14年7月に
JIS化（JIS R 5214）されました。 

山元還元 
溶融飛灰から非鉄金属（鉛,カドミウム,亜鉛,銅等）を

回収・再利用する技術のことです。 
廃棄物を埋立処分せずに,山元（鉱山や精錬所）に戻

し,有価金属として再生利用する（還元）することから
「山元還元」と呼ばれます。 

ごみ焼却方式の場合,どの方式を採用しても,余熱利用は可能です。
発電を行えるか否かについては,今後の検討となります。 

ごみ資源化

方式 粗大ごみ破砕方式 高速回転破砕式 

低速回転破砕式 図1-1 ごみ処理方式 
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 ②処理方式の内容 

焼却処理方式 焼却＋灰溶融処理方式 ガス化溶融等処理方式 

高温でごみを燃焼して無機化することにより無害化,安定

化,減容化を同時に達成する技術であり,ごみ処理技術とし

て我が国で最も採用例が多い方式です。処理時に発生する

熱エネルギーは温水や蒸気として回収し,給湯,発電等に利

用されます。 

①ストーカ炉 

乾燥・燃焼・後燃焼ストーカ,又はゾーンによって構成され

ます。乾燥ストーカ上で燃焼に先立ち,ごみの乾燥を行い,

乾燥したごみは燃焼ストーカで燃焼され,未燃分のごみは

後燃焼ストーカで燃焼されます。 

ストーカ炉は,ストーカ上でゆっくり撹拌しながらごみを

燃焼させるため,焼却処理の安定性に優れ,ごみ質の変動に

強い傾向があります。 

②流動床炉 

破砕したごみに,加圧した空気を下から上へ向けて吹き上

げるなどして流動化させた高温の砂の中でごみを瞬時に燃

焼させる方式です。処理の安定を図るため,ごみは破砕・選

別等の前処理を行った後で炉中に投入します。 

不燃物は流動砂とともに流動床炉下部より排出・分離され,

流動砂は再び流動床炉内に戻されます。 

なお,焼却処理方式の流動床炉は,ガス化溶融処理方式の流

動床炉と同類の技術ですが,相違点は炉内温度にあります

（焼却処理：850℃以上,ガス化処理：450～600℃程度）。 

焼却処理方式とほぼ同じです。相違点はごみ焼却の過程で

発生した焼却灰と焼却飛灰をごみ焼却施設内に付設した灰

溶融炉で溶融処理して「スラグ化」を行うことです。 

灰溶融処理は,概ね 1,200℃以上の高温条件下で有機物を燃

焼,ガス化させ,無機物を溶融してガラス質のスラグとする

ものです。このとき,容量を約1/2に減少させて減容化が図

られます。 

処理に際し,低沸点の重金属類は,ほとんどを排ガスに揮散

させ,排ガス処理設備で捕集する溶融飛灰の中に濃縮しま

す。高沸点の重金属類は,スラグ中に移行させ,酸化ケイ素

（SiO2）の網目構造に包み込む形でガラス化します。これに

より重金属の溶出を抑制し,無害化しています。 

①灰溶融炉について 

灰溶融炉の型式は灰を溶融する熱源によって分類され,油

やガス等を燃焼させて灰を溶融する「燃料燃焼式」,電気か

ら得られた熱エネルギー等により灰を溶融する「電気式」に

大別されます。灰溶融処理を行う場合,運転時間は 24 時間

連続とすることが殆どです。 

先行事例より,小規模施設（処理量100ｔ/日前後～未満）の

灰溶融炉は殆どが「燃料燃焼式」であり,灰溶融炉の規模は

10～5t/日程度の比較的小さなものです。 

②灰溶融炉の動向 

以下に示す理由より,近年では灰溶融炉を休炉とする事例

が見受けられます。 

・燃料燃焼式の灰溶融炉は,灰を溶融するために大量の化石

燃料を使用すること。 

・灰溶融炉は概ね 1,200℃以上の高温条件下で有機物を燃

焼,ガス化させるため損傷が速く,補修費が大きな負担とな

ること。 

平成11～15年度に全国で受注された「ストーカ炉＋灰溶融

炉」の施設は39施設ありますが,現在休炉,又は休炉を検討

中の施設は9施設となっています。 

灰溶融炉におけるトラブルやコストが問題になったこと等

から,灰溶融固化設備の設置は,平成16年度まで補助金交付

要件とされていましたが,平成 17 年度以降は同交付要件か

ら除外されました。 

③溶融スラグの利用状況 

溶融スラグ（右の欄に示すガス化溶融施設,ガス化改質施設

からの溶融スラグを含む）の用途別利用状況としては,道路

用骨材が36.5％,地盤・土質改良材が19.4％と土木・建設資

材としての利用が多くなっています。また,最終処分場の覆

土としての利用が12.6％となっています。 

なお,これらのように有効利用されているものの他,生産さ

れても未利用のままとなっている溶融スラグも多く,現状

では溶融スラグが有効利用されていないことが課題となっ

ています。 

ガス化溶融処理方式とガス化改質方式に大別されます。い

ずれも運転時間は24時間連続とすることが殆どです。 

①ガス化溶融処理方式 

ごみをガス化炉で可燃性ガスと不燃物に熱分解し,溶融炉

で可燃性ガスの持つエネルギーで不燃物を溶融する技術で

す。ガス化炉と溶融炉が一体となったタイプと分離してい

るタイプがあります。 

発生する溶融スラグは道路用骨材やコンクリート用骨材等

に利用されます。発生する熱エネルギーは温水や蒸気とし

て回収し,給湯,発電等に利用されます。 

②ガス化改質方式 

ごみを圧縮し,間接加熱することにより乾燥・熱分解し,熱

分解されたごみは高温反応炉に投入されて酸素と熱分解炭

素と反応させ,この時に生じた高温下で不燃物を溶融する

技術です。 

生成ガスは高温反応炉上部で約 1,200℃,2 秒以上保持した

後に 70℃まで急速冷却することでダイオキシン類の発生を

抑制します。この生成ガスは燃料ガスとして利用され,ガス

エンジン発電などを用いて電力に変換されます。 

発生する溶融スラグは道路用骨材やコンクリート用骨材等

に利用されます。 

生成ガスを急冷する際に多量の水を使用するとともに,ご

み質が高く,施設規模がある程度大きいことが必要である

ため,100t/日以下の場合には採用されていません。 

・ごみ燃料化方式                                      ・その他 

炭化処理方式 RDF化処理方式  バイオガス化方式 ＋焼却方式 高速堆肥化方式 ＋焼却方式 ごみ資源化方式(粗大ごみ破砕機) 

空気を遮断した状態でごみを加熱・炭化する

方式です。熱分解ガスと分離して得られた炭

化物は,不燃物や金属の除去,水洗等の後処

理を施した後,製品化されます。 

炭化物は代替燃料,補助燃料,吸着材,保温

材,土壌改良材等に利用されます。導入に際

しては,利用先の確保が必要です。 

処理時の排ガスは,焼却処理方式等と同様,

排ガス処理設備で処理後,大気中に放出され

ます。また,余熱利用も可能ですが,炭化物を

取り出す必要があるため,焼却処理方式やガ

ス化溶融処理方式に比べて利用できる熱量

は少なくなる傾向があります。 

可燃ごみ中の可燃物を破砕,乾燥,選別,成形して燃

料化するものであり,製造された燃料を RDF(Refuse 

Derived Fuel)と呼んでいます。ごみ処理広域化の手

段として,いくつかのRDF化処理施設を建設してRDF

を製造し,RDF を一箇所に集約して高効率の発電を行

うケースがあります。 

高品質のRDFを製造するためには,収集段階で不適物

（特に燃焼過程でダイオキシン類の発生を招く塩化

ビニール類）の混入を極力避ける必要があります。 

なお,RDF 化処理方式は,可燃ごみ中の生ごみの乾燥

のため,大量の化石燃料を使用することから,本施設

とは別に生ごみ処理施設（堆肥化施設等）の整備が望

まれます。 

 生ごみや汚泥等の有機性廃棄物を発酵させ

てメタンガスを回収し,そのエネルギーを

発電や燃料供給などに利用する方式です。 

メタン発酵後の残渣物を焼却処理するた

め,脱水機などから構成される残渣処理設

備が必要です。また,残渣処理設備からは有

機排水が比較的多く発生するため,排水処

理設備が必要です（下水道に接続できれば

設備は不要）。 

問題点としては,生ごみ以外の可燃ごみを

処理できないことと,メタン発酵後の残渣

を処理するために焼却施設等の整備が必要

なことがあげられます。 

生ごみや汚泥等の有機性廃棄物を

発酵に適した水分率に調整した後,

強制的な通風,機械的な切り返しを

連続的,又は間欠的に行うことによ

り良好な好気的発酵状態を維持し,

工業的規模で短時間に堆肥化を行

うものです（一次発酵に7～10日程

度,二次発酵に１ヶ月程度）。 

問題点としては,生ごみ以外の可燃

ごみを処理できないため,本施設と

は別に焼却施設等の整備が必要な

ことがあげられます。 

大型可燃ごみや不燃ごみを切断また

は破砕し,その後,焼却処理や最終処

分を行うとともに,後工程で鉄類な

どを回収し,再資源化を行います。 

問題点としては破砕するための刃が

摩耗するため,刃の交換が必要にな

ります。 

  

表1-1 処理方式の内容 
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③処理方式の採用状況 

平成19年度から平成29年度の処理方式別受注実績を表3-2に,処理方式と施設規模を表3-3に,処理方式の利点

と課題を表3-4に,ごみ処理方式の比較を表3-5に示します。 

焼却処理方式のストーカ式（灰溶融炉を併設する施設を含む）が78.8%で最も多く,次いでガス化溶融処理方式のシ

ャフト炉式が8.8％,流動床式が5.9％,焼却処理方式の流動床式が1.2％,ガス化溶融処理方式のキルン式並びに,ご

み燃料化施設の炭化処理方式が0.6%,ガス化溶融方式のガス化改質方式並びに,ごみ燃料化施設のRDF化が0%,焼却

+メタン化方式が4.1%となっています。 

平成13年度にダイオキシン類対策及び広域化計画等に基づき,新たにRDF発電施設への搬入を目的としたRDF化処

理方式の採用が見られるようになりました。しかし,RDF化施設は,製品としてのRDFの利用先（販路）の問題,及び

処理施設の事故等の問題が相次ぎ,平成15年度以降は採用が無くなっています。 

平成17年度から循環型社会形成推進交付金制度の交付メニューに追加された「高効率原燃料回収施設」（焼却＋メ

タン化方式）が平成22年度以降に7施設で採用されていることが特徴となっています。 

 

               表1-2 処理方式別受注実績（平成19～29年度） 

 

 

④ごみ処理方式の利点と課題 

 

処理方式 利   点 課   題 

ごみ焼却方式 

○これまでに多くの実績を持ち,全ての可

燃ごみの処理が可能。 

○ガス化溶融処理方式では,特に減量・減

容効果に優れる。 

○サーマルリサイクルが可能。 

○焼却処理方式ではリサイクル率が低いため,

セメント原料化など焼却灰の資源化が必要。 

○ダイオキシン類の発生に対する万全の対策が

必要。 

○ごみ燃料化方式に比べ,排ガス量及びCO2排出

量が多い。 

ご
み
燃
料
化
方
式 

炭化 

処理方式 

○ごみの有機物を炭化して利用するため,

焼却処理方式と比較してリサイクル率が高

く,残渣の発生量が少なくなっている。 

○ごみ焼却方式に比べ,排ガス量及びCO2

排出量の削減が可能。 

○原則として全ての可燃ごみが処理対象。 

○炭化物の引取先の確保が必要。 

○これまでの社会的需要が少ないため,実例が

ごみ焼却方式に比べ少ない。 

○ごみ焼却方式に比べ余熱回収量が少ない。 

RDF化 

処理方式 

○RDF化した廃棄物は,腐敗しにくく,長距

離の輸送や長期間の貯留が可能。 

○ごみ焼却方式に比べ,排ガス量及びCO2

排出量の削減が可能。 

○原則として全ての可燃ごみが処理対象。 

○ごみの乾燥や脱臭のため,多量の化石燃料が

必要。 

○精度の高い分別収集が必要。 

○RDF製品の引取先の確保が必要。 

○RDF製品を長期保管する場合は,自然発火等に

対する万全の対策が必要。 

バイオガス化 

方式 

○生ごみ発酵時に発生するメタンガスを回

収し,エネルギーとして利用可能。 

○回収資源はメタンガスであり,施設内で

有効利用可能であるため,場内利用に限れ

ば製品の引取先の確保が不要。 

○生ごみ以外の可燃ごみは処理できないため,

別途処理施設が必要。 

○精度の高い分別収集が必要。 

○大量の有機排水が発生。 

○可燃ごみ処理としての実績が少ない。 

高速堆肥化 

方式 

○生ごみを堆肥として利用するため,比較

的リサイクル率が高くなる。 

○堆肥の使用により,農地土壌の改良等が

期待できる。 

○生ごみ以外の可燃ごみは処理できないため,

別途処理施設が必要。 

○精度の高い分別収集が必要。 

○堆肥の引取先の確保が必要。 

○需要先の要求に応える高品質の堆肥を安定し

て製造することが必要。 

表1-3 処理方式と施設規模 

表1-4 処理方式の利点と課題 

シャフト炉式 キルン式 流動床式

29 0 0 0 0 0

23 1 1 0 0 0

24 0 2 0 7 0

18 0 3 0 1 0

12 0 1 0 0 0

6 1 3 1 1 0

22 0 5 0 1 0

134 2 15 1 10 0合計

施設規模

ごみ焼却施設

焼却処理方式 ガス化溶融等処理方式

ガス化
改質方式

ガス化溶融処理方式
ストーカ炉 流動床炉

50～99t/日

100～150t/日

151～200t/日

201～250t/日

251～300t/日

300t/日以上

49t/日以下

灰溶融炉有り 灰溶融炉有り シャフト炉式 キルン式 流動床式

19 6 4 0 0 3 1 0 0 0 0 0 10

20 4 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 5

21 6 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 7

22 11 1 1 0 1 0 2 0 0 0 4 19

23 4 0 0 0 2 0 1 0 0 0 0 7

24 21 0 0 0 3 0 1 0 1 0 0 26

25 14 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 16

26 18 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 19

27 16 1 1 0 2 0 2 0 0 0 0 21

28 16 0 0 0 1 0 1 0 0 0 2 20

29 18 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 20

合計 134 9 2 0 15 1 10 0 1 0 7 170

RDF化
処理方式

焼却+
ﾒﾀﾝ化方式

合計年度

平成

ごみ焼却施設
ごみ燃料化施設 その他

焼却処理方式 ガス化溶融等処理方式

ストーカ炉 流動床炉 ガス化溶融処理方式 ガス化
改質方式

炭化処理
方式

焼却・ストーカ炉
78.8%

焼却・流動床炉
1.2%

ガス化・シャフト炉
8.8%

ガス化・流動床炉
5.9%

ガス化・キルン式
0.6% ガス化・改質方式

0.0%

燃料化・炭化
0.6%

燃料化・RDF
0.0% 焼却・メタン化

4.1%

受注実績
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⑤ごみ処理方式の比較 

項目 
焼却処理方式 焼却＋灰溶融処理方式 ガス化溶融処理方式 

①ストーカ式 ②流動床式 ③ストーカ式 ④シャフト炉式 ⑤流動床式 

炉の

構造 

 

 

 

 

 

 

 

    

特徴 可燃ごみの処理が主体。 

プラスチック等の高カロリーごみの

燃焼も可能。 

金属類等の不燃物の混入は,多少であ

れば許容可能。 

可燃ごみの処理が主体。 

プラスチック等の高カロリーごみの処

理も可能。 

金属類等の不燃物の混入は,多少であ

れば許容可能。 

ストーカ炉と同様。 

溶融炉の前段で,溶融不適物を選別・

除去する必要がある。 

処理対象ごみに制約はなく,幅広いご

み質にも対応可能。 

プラスチック等の高カロリーごみの処

理も可能。 

金属等の不燃物の混入も許容可能。 

可燃ごみの処理が主体。 

プラスチック等の高カロリーごみの処

理も可能。 

金属類等の不燃物の混入は,多少であ

れば許容可能。 

処理 

シス

テム 

炉内構造は,乾燥するための乾燥スト

ーカ,燃焼するための燃焼ストーカ,

未燃分を完全に燃焼する後燃焼スト

ーカの三段構造となっており,ごみは

乾燥→燃焼→後燃焼のプロセスによ

って燃焼する。 

焼却灰は不燃物とともにストーカ炉

より排出。 

高温排ガス中に含まれる飛灰は,排ガ

ス処理設備で回収する。 

流動床炉内において,熱砂の流動層に

破 

砕したごみを投入して,乾燥,燃焼,後 

燃焼をほぼ同時に行う方式。ごみは流

動 

層内で撹拌され,瞬時に燃焼される。 

灰は,高温排ガスとともに炉上部より

排出され,排ガス処理設備で飛灰とし

て回収される。 

アルミ,鉄,ガレキ等の不燃物は,流動

床炉底部より抜き出される。 

ストーカ炉と同様。 

溶融炉は外付けで,「燃料燃焼式」や

「電気式」がある。 

製鉄の高炉技術が基礎となっており,

竪型シャフト炉構造で,乾燥,ガス化,

溶融を同一炉内で行う。 

ごみは炉の上部からコークス等の副資

材とともに投入され,層内を上昇する

ガスと向流接触しながら炉内を降下す

る。炉頂から炉底に向けて下降する過

程で乾燥し,可燃分は熱分解してガス

化,不燃分は炉底部で溶融して炉外に

スラグとして取り出される。 

熱分解ガスは,炉頂から後段の燃焼室

で完全燃焼する。 

焼却処理方式の流動床炉の技術が用い

られた炉内で,ごみを還元状態,450～

600℃で熱し,熱分解ガス化と炭素分

（チ 

ャー）に分解する。 

アルミ,鉄,がれき等の不燃物は,ガス

化流動床炉底部より抜き出される。 

ガス化炉の後段に設置されている溶融

炉で熱分解ガスとチャーを熱源として

不燃物の溶融を行い,溶融炉からスラ

グが排出される。 

熱分解ガスは,炉頂から後段の燃焼室

で完全燃焼する。 

燃焼

特性 

燃焼状態の変動が少なく,安定した処

理が得られる。 

低空気比燃焼と高温燃焼を実現した

次世代ストーカの実績が増えつつあ

る。 

ごみと砂を接触させ,瞬時燃焼を行う

ため,ごみ質により燃焼状態の変動が

激しい面がある。 

ストーカ炉と同様。 コークス等の副資材により,溶融帯は

高温（約 1,700～1,800℃）に保たれ

るため,カーボン残渣や灰分・無機分

の高温溶融が安定的に行われる。 

タールやチャーによるアーチング(詰

まり)の発生の恐れがある。 

流動床炉内の温度を 500～600℃に保

ち,ガス化反応を緩慢にして,後段の溶

融炉での燃焼・溶融状態の変動を抑制

します。 

低空気比での燃焼・溶融により排ガス

量が低減され,熱損失の少ない効率的

な熱回収が可能。 

  

 

ごみ 

ストーカ 

空気 空気 空気 

乾燥 

燃焼 

後燃焼 

高温排ガス 

    
焼 却 灰 

 

流動床炉 

ごみ 

不燃物 

破砕・選別 

 

シャフト炉 

(ガス化炉) 

溶融スラグ、メタル 

ごみ コークス等 

二 次 

燃焼室 

燃
焼
ガ
ス 

高温排ガス 

 

流動床炉 

(ガス化炉) 

ごみ 熱分解ガス 

旋回 

溶融炉 

燃焼 

不燃物 溶融スラグ 

破砕・選別 

高温排ガス 

 

スト－カ式焼却炉 

焼却灰,飛灰 

 

⑤ごみ焼却方式の比較 

表 1-5 処理方式の比較(1/3) 
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項目 
ガス化溶融処理方式 その他 

キルン式 ガス化改質 炭化方式 ごみ固形化燃料方式 ごみメタン回収方式 

炉の

構造 

 

    

 

 

特徴 廃棄物は破砕された後,熱分解ドラム

(ロータリーキルン)に投入され,約

450℃の温度で熱分解される。発生し

た熱分解ガスは二次燃焼炉において高

温燃焼する。熱分解残渣は熱分解ドラ

ム下部から排出され,後段において溶

融する。 

熱分解工程において熱分解ガスと熱分解

カーボンが生成される。生成された熱分

解ガスは,高温もしくは高圧高温状態とし

て回収される。 

その改質ガスは,タール分を含まないので

精製ガスとして貯めることができるので,

貯留タンクで吸収でき,高効率のガスエン

ジンやガスタービンで発電することがで

きる。熱分解カーボンは純酸素を用いて

溶融され,スラグ化される。溶融飛灰は水

処理系で処理され,混合塩,金属水酸化物,

硫黄等に文理され,回収される。 

ごみの破砕,選別の前処理後,無酸素

または低酸素でごみを炭化するシス

テムである。炭化後,湿式粉砕洗浄工

程で脱塩し,後処理工程で回収炭素

(乾燥微粉炭)に変換後,再利用する。

発生ガスは熱回収後,排ガス処理され

る。 

可燃性ごみを破砕・乾燥し,不燃物を

取り除き,消石灰などを加えてクレヨ

ン上に押し固めたものである。給湯,

冷暖房,発電用の熱エネルギーとして

使用される。 

厨芥・剪定枝など 15～40%程度の高い

固形物濃度の原料を対象とした技術

である。ごみの破砕・分別のあと,加

水し含水率の調整をし,嫌気性の発酵

槽にてメタン発酵させることにより,

メタンガスと二酸化炭素を主成分と

するバイオガスを回収する。その際,

原料を液状化させる必要はなく不適

物の除去は大まかな選別で処理可

能。逆に,15%程度の固形物濃度の維

持が必要である。 

処理 

シス

テム 

熱分解するための分解ドラム(ロータ

リーキルン)内部には加熱管が配置さ

れ,廃棄物への熱供給とキルンの回転

による攪拌の役割を果たしている。加

熱管には溶融炉の後段に配置された空

気加熱器で熱回収された高温空気が供

給されている。 

熱分解ガスと熱分解カーボンを生成する

熱分解炉,熱分解カーボンを溶融する均質

化炉,およびガス改質を行う高温反応炉で

構成される。 

無酸素または低酸素でごみを炭化す

る炭化炉,炭化物を取り出す炭化物回

収器より構成される。 

 

クレヨン状に押し固めた可燃性ごみ

(RDF)を一時的に貯留する RDF 貯留サ

イロがあり,これから切り出された可

燃性ごみ(RDF)が,例えば,流動床式ガ

ス化炉において燃焼・溶融する。 

生ごみをメタン発酵させるメタン発

酵槽,生ごみ以外を焼却処理するごみ

焼却炉により構成される。メタンガ

ス発電およびごみ焼却発電を行い,電

力会社に売電する。 

燃焼

特性 

分解ドラム(ロータリーキルン)におい

て熱分解が行われ,熱分解残渣(固形

分)と熱分解ガスが発生する。熱分解

残渣は後段で燃焼・溶融する。熱分解

ガスは二次燃焼炉において燃焼する。 

分解炉において熱分解が行われ,熱分解残

渣(固形分)と熱分解ガスが発生する。熱

分解残渣は均質化炉で燃焼・溶融する。

熱分解ガスは高温反応炉から出た段階で

急冷され,ガス精製装置に送られる。 

炭化炉において熱分解が行われる点

は,ガス化改質炉に似ているが,ガス

化改質炉の成果物が精製ガスである

のに対し,炭化炉は熱分解残渣から炭

素分を成果物として取り出す。 

可燃ごみから水分および不燃分が取

り除かれた高カロリー固形燃料であ

り,ごみ量が少なくても,高い発電効

率を得ることが可能である。 

メタン発酵槽では嫌気性発酵を行う

ため燃焼は行わない。生ごみ以外は

焼却処理される。 

  

ごみ固形化燃料(RDF) 
流動床 

ガス化

炉 

溶融炉 選別装置 

生ごみ以外 

ごみ焼却炉 

メタンガス 

発電 

溶融ゾ－ン 

表 1-5 処理方式の比較(2/3) 

可
燃
ご
み 

メタン発酵槽 

生ごみ 
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  切断機 高速回転破砕機 低速回転破砕機 

  竪型切断機 スイングハンマ式 リングハンマ式 単軸式 多軸式 

構 造 
 

 

 

 

 

処 理 

シ ス

テ ム 

固定刃と油圧駆動による可動刃によ

り,圧縮せん断破砕する。送り装置に

より切断寸法は適宜設定する。基礎,

据付は容易。粉塵,騒音,振動がほとん

どない。 

縦軸と一体のロータの先端にスイング

ハンマを取付け,縦軸を高速回転させて

遠心力により開き出すハンマの衝撃・

せん断作用によりごみを破砕する。破

砕されたごみは下部より排出され,破砕

されないものは上部はねだし出口より

排出する。 

外周にリング状のハンマを取付けた

ロータを回転させ,衝撃力とリング

ハンマーとアンビルによるせん断力

とグレートバーの間でのすりつぶし

により,ごみを破砕する。破砕粒度

は大。消費電力が大きい。ハンマー

全周が摩耗対象で寿命が長い。 

回転軸外周面に何枚かの刃を有

し回転することによって固定刃

との間で次々とせん断作用によ

り破砕を行う。下部にスクリー

ナを備え,粒度をそろえて排出す

る。 

2 軸に複数のせん断式回転刃

を設け,2 軸の回転数に差をつ

けることによりせんだん力を

発生させ破砕する。定格以上

のものが投入されると逆回転,

正回転を繰り返すことにより

破砕する。騒音・振動が少な

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

表 1-5 処理方式の比較(3/3) 
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（２）最終処分場・浸出水処理の比較 

表 1-6 生物処理方式の比較（1/5） 

比較項目 回転円板方式 接触曝気方式 担体方式 

処 
 

 

理 
 

 

フ 
 

 

ロ 
 

 

ー 
 

 

・ 
 

 

構 
 

 

造 

処理 

フロー 
沈殿槽

リン酸 苛性ソーダ メタノール

酸化回転
円 板 槽

硝化回転
円 板 槽

脱窒回転
円 板 槽

再 曝 気
回転円板槽

 

沈殿槽

リン酸

苛性ソーダ

脱 窒 槽 硝 化 槽 二次脱窒槽 再曝気槽

Ｐ Ｐ

メタノール メタノール

空 気

 
脱 窒 槽 硝 化 槽 二次脱窒槽 再曝気槽

沈殿槽

リン酸

苛性ソーダ

Ｐ Ｐ

メタノール メタノール

空 気

 

構造及び原理 

 

Ｏ２

ＣＯ２

Ｏ２ ＣＯ２

Ｏ２

Ｏ２

Ｏ２
生物膜

ＢＯＤ

ＣＯＤ

ＮＨ３-Ｎ
流入 流出

(Ａ) 側 面

中心軸

Ｏ２

ＣＯ２

Ｏ２

円 板 体

嫌気性生物膜

好気性生物膜

液 膜

ＣＯ２

Ｈ２Ｏ

ＮＯ－
２＋ＮＯ－

３

ＢＯＤ
ＣＯＤ
ＮＨ＋

４

(Ｂ) 断 面

 

中央曝気式 側面曝気式

Ｗ Ｗ

Ｌ Ｌ

ＨＨ

上部押え 上部押え

散気管 散気管

支持ロストル

散気管
逆 洗 管
ブラケット 逆洗管

散気管

架 台 上部押え 上部押え 架 台

ドラフト
プレート

支持ロストル

ドラフト
プレート

逆洗管

逆 洗 管
ブラケット

 

(ａ) 担体の種類 

  包括固定化担体 結合固定化担体  

形 

 

 

状 

立方体

直方体

 

 

球 体

円柱状

中空円筒状

立方体

直方体

 

材 
 
 
質 

ポリエチレングリコール 

 

 

 

ポリビニルアルコール 

 

 

 

ポリエチレングリコール 

化学修飾セルロース 

ポリビニルフォルマール 

ポリウレタンフォーム 

ポリビニルアルコール 

発泡ポリプロピレン 

ポリエステル球状繊維魂 

高密度ポリエチレン 
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表 1-6 生物処理方式の比較（2/5） 

比較項目 回転円板方式 接触曝気方式 担体方式 

概 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要 

概     要 

・ 薄い円板を水平軸に固定し,円板の一部を水面下になるよう

に設置し,ゆっくり回転させて円板上に自然に発生する好気

性微生物によって汚水を処理するもので,生物膜を用いる処

理方式の一つである。 

・ 過剰となった付着生物は円板表面より剥離し,後段の凝集膜

分離処理装置で固液分離される。 

・ 曝気槽に生物膜が付着しやすい構造の接触材を充填し,曝気・撹

拌により十分な溶存酸素を供給した汚水を循環させることによ

り,接触材表面に生物膜が生成蓄積される。 

・ 流入汚水は,付着した生物膜と繰り返し接触することにより浄化

される。 

・ 過剰となった付着生物は接触材表面より剥離し,後段の凝集膜分

離処理装置で固液分離される。 

・ 曝気槽に微生物を付着あるいは包括した担体を添加して,曝

気・攪拌により十分な溶存酸素を供給した汚水を循環させる

ことにより,汚水中の有機物等が微生物の酸化,分解作用によ

り浄化される。 

・ 曝気槽出口にはスクリーンを設け,曝気槽からの流出水 に

浮遊している担体の流出を防止させる。 

・ 過剰となった付着生物は担体表面より剥離し,後段の凝集 

膜分離処理装置で固液分離される。 

特     長 

・ 円板が回転することにより,生物膜上の汚水膜に大気から溶

解する酸素を付着生物が吸収する。また,付着生物膜は汚水中

の有機物を付着し,活性汚泥の場合と同様に有機物の酸化及

び同化を行う。 

・ 生物膜が接触材表面に付着生成するため,汚泥日令が長く広

範な生物相を示す。また,汚泥の自己酸化が促進され,余剰汚

泥生成量も減少する。 

・ 生物膜法と活性汚泥法との中間的な性格をもっており,接触曝気

槽内のＭＬＳＳ量の増減により負荷に対してある程度の浄化力

を調整する能力がある。そのため,ある程度,幅のある運転が可能

である。 

・ 生物膜が接触材表面に付着生成するため,汚泥日令が長く広範な

生物相を示す。また,汚泥の自己酸化が促進され,余剰汚泥生成量

も減少する。 

・ 生物膜法と活性汚泥法との中間的な性格をもっており,曝気

槽内の微生物量の増減により負荷に対して浄化力を調整する

能力が大きい。そのため,非常に幅のある運転が可能である。 

・ 担体添加量の増減により容易に微生物量を制御できる。 

・ 他の方式の約 10 倍の接触面積を持つため,それに見合った生

物量を保持することが可能である。 

・ 生物膜の厚みは非常に薄いため,高い活性度を維持できる。 

長     所 

・ 運転管理上の操作が簡単である。 

・ 消費電力量は,他の方式に比べて少ない。 

・ 活性汚泥法におけるバルキング現象のように,沈殿槽からの

一次的に多量な汚泥の流出はない。 

・ 低濃度の汚水及び低負荷条件に優れた対応性を有する。 

・ 返送汚泥は必要なく,運転管理が容易である。 

・ 曝気空気量を制御して,負荷条件に対応することができる。 

・ 高窒素負荷処理に対応できる。 

・ 担体濃度を調整することにより微生物量を制御するため,幅

広い負荷条件に対応することができる。 

・ 他の方式と比較して温度低下の影響は少ない。  

・ 低濃度の汚水及び低負荷条件に優れた対応性を有する。 

短     所 

・ 生物膜の生成量が負荷条件に依存しており,運転，管理により

生物量を制御できないため,維持管理上調整できる浄化能力

の幅が狭い。 

・ 防臭,保温及び回転体保護のため,上屋またはカバーを必要と

する。また,好気的に保つため,通気に留意する必要がある。 

・ 生物膜の生成量が負荷条件に依存しており,運転管理により生物

量を制御できないため,維持管理上調整できる浄化能力の幅が狭

い。接触材の洗浄及び過剰汚泥の除去が必要である。 

・ 担体の種類によっては,損耗や流出により減少するため担体

の補充が必要になる場合がある。 
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表 1-6 生物処理方式の比較（3/5） 

比較項目 回転円板方式 接触曝気方式 担体方式 

処 

 

 

 

 

 

 

理 

 

 

 

 

 

 

 

機 

 

 

 

 

 

 

能 

高負荷時の処理 

・ 高負荷時には生物膜が４～５㎜に達する場合もあるが,

円板体１枚１枚の間隔を十分にもった円板体を使用す

れば処理能力は低下しないが分装置の大型化になり,設

備費が高くなる。しかし,閉塞を生じた場合は逆洗して

過剰汚泥の除去を行う必要がある。 

・ 曝気空気量を増加させることによりある程度処理でき

る。また,接触材の種類によっては生物膜により接触材

が閉塞してしまう恐れはあるが逆洗により対応できる。

酸素量はブロワの能力により決まっており,場合によっ

ては予備機の運転が必要となる。 

・ 担体添加量を高めることにより,高窒素負荷処理が容易

に対応できる。この場合,曝気空気量を増加する必要が

ある。酸素量はブロワの能力により決まっており,場合

によっては予備機の運転が必要となる。 

低負荷時の処理 

・ 低負荷時に優先種となる微生物は,増殖速度が非常に遅

く,激しい水流をきらう微生物である。したがって,槽内

を激しく撹拌しない固定生物膜法である本方式では微

生物は十分に増殖することができ,処理能力は低下しな

い。 

・ 回転円板方式と同様の固定生物膜法であるため,微生物

は増殖することができ,処理能力は低下しない。 

・ 本方式も接触曝気方式と同様に生物膜法であるので,微

生物は増殖することができ,処理能力は低下しない。 

負荷変動対応性 
・ 水量及び水質へのショックロードに対しての適応性が

高い。 

・ 回転円板方式と同様の固定生物膜法であるので,水量及

び水質のショックロードに対して適応性が高い。 

・ 本方式も接触曝気方式と同様に生物膜法であり,また,

他方式に比べ生物膜の面積が非常に大きいため生物の

保持量も多く,他方式より水質のショックロードに対し

て適応性が高い。 

窒素の除去効率 

・ 硝化菌は増殖速度が非常に遅く,保持に注意を要するた

め,円板体に硝化菌の保持ができる固定生物膜法では硝

化効率が高い。しかし,他方式に比べ面積が少ないため,

その分効率が悪い。 

・ 回転円板方式と同様の固定生物膜法であるので,硝化効

率が高い。 

・ 本方式も接触曝気方式と同様に生物膜法であり,また,

他方式に比べ生物膜の面積が非常に大きいため硝化菌

の保持量も多く,他方式より硝化率は優れている。 
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表 1-6 生物処理方式の比較（4/5） 

比較項目 回転円板方式 接触曝気方式 担体方式 

運 

 

 

 

転 

 

 

 

管 

 

 

 

理 

運転管理 
・ 数カ月に一度,円板体駆動装置のオイル交換と軸受のグ

リスアップをする程度で,高度な技術を必要としない。 

・ 空気量の調整が必要であり,場合によっては接触材の逆

洗も必要となる。 
・ 負荷に応じて空気量の調整が必要となる。 

保守・点検 

(オーバーホール) 

・ 円板装置の軸受及びベアリング等駆動部の交換が必要

となり,専門の業者によるオーバーホールをしなくては

ならない。 

・ ブロワの軸受,ベアリング等の駆動部の交換が必要とな

る。 

・ ブロワの軸受，ベアリング等の駆動部の交換が必要とな

る。 

・ 必要に応じて担体を補充する必要がある。 

数日間流入がない

場合の対応 

・ 生物膜は低負荷時に発生する微生物が優先となり,生物

膜厚も非常に薄くなるが,流入開始時にそれが核となっ

て再増殖するので,回復が早い。 

・ 流入がない場合でも円板体は回転させておく必要があ

る。 

・ 回転円板接触方式と同様に回復は早いが,流入がない場

合でも曝気は必要である。 

・ 他の方式と同様に回復は早いが,流入がない場合でも曝

気は必要である。 

温 

 

 

 

度 

 

 

 

特 

 

 

 

性 

水温の影響 
・ 円板体が外気に接するため,水温の低下を招き影響は非

常に大きい。 
・ 水温の影響は回転円板方式に比べて小さい。 

・ 水温の影響は小さく,低水温時でも急激に処理水質が悪

化しない。 

水温の適用範囲 
・ 窒素除去で 10℃以上 40℃以下 

・ ＢＯＤ除去で５℃以上 

・ 窒素除去で 10℃以上 40℃以下 

・ ＢＯＤ除去で５℃以上 

・ 窒素除去で 10℃以上 40℃以下 

・ ＢＯＤ除去で５℃以上 

気温の影響 

・ 生物が直接空気に接触するため気温の影響を受けやす

いが,カバーが設置されているのである程度は気温の影

響を防げる。 

・ 生物が直接空気に接触する機会は少ない。 ・ 生物が直接空気に接触する機会は少ない。 
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表 1-6 生物処理方式の比較（5/5） 

比較項目 回転円板方式 接触曝気方式 担体方式 

二 

 

次 

 

公 

 

害 

防音及び防振 

・ 円板体の出力軸回転数は１～２回/分と非常に小さく,

振動もほとんどない。したがって,特に防音及び防振装

置は必要としない。 

・ ブロワの出力軸回転数は高く,防音装置が必要になる。

また,大型ブロワでは防振装置も必要になる。 

・ 接触曝気方式と同様,ブロワの出力軸回転数は高く,防

音装置が必要になる,また大型のブロワでは防振装置も

必要になる。 

臭     気 ・ 高負荷運転時に臭気が発生することもある。 
・ ブロワで微生物に大量の酸素を吹き込み,槽内が好気性

の状態となるため,臭気の発生はない。 

・ 接触曝気方式と同様,ブロワで微生物に大量の酸素を吹

き込み,槽内を好気性の状態に保つことにより臭気の発

生はない。 

経 

 

 

 

済 

 

 

 

性 

建 設 費 １.１ １.０ ０．９５ 

維持管理費 ０.９ １.０ １.０ 

維持補修費 １.２ １.０ １.０ 

総 合 評 価 

・ 小，中規模施設に適する。 

・ 維持管理が容易である。 

・ ランニングコストが他の方式に比べて比較的安い。 

・ 低負荷時の対応が十分できる。 

・ 建設費が高く設置面積が大きいため,近年,建設件数が

少なくなってきた。 

 

・ 中，大規模施設に適する。 

・ 施設をコンパクトにすることができ,回転円板法に比べ

て建設費が安価である。 

・ オーバーホールが容易である。 

・ 低負荷時の対応が十分できる。 

・ ブロワの電力費が回転円板法に比べて若干高い。 

・ 最終処分場での実績が回転円板方式に比べて多い。 

・ 既存水処理施設と同方式のため,維持管理性が非常に優

れる。 

 

・ 担体添加により,系内硝化細菌または硝化細菌と脱窒菌

が高濃度に保持できその結果,高窒素負荷処理が可能と

なる。 

・ 担体添加量の調整により窒素負荷量に見合った硝化細

菌を担体により高濃度に保持できるため,安定して高い

窒素除去性能が得られる。 

・ 回転円板方式や接触曝気方式に比べ省容量化,省スペー

ス化が可能となるため,施設をコンパクトにすることが

できる。 
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（３）ごみの排出量の予測 

表 1-7 挑戦目標のもとでのごみの排出量 

  

予測 目標 予測

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44

年間日数 日 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 (1)

人口 人 193,274 192,884 192,951 193,332 194,438 195,272 196,089 197,776 198,552 199,352 200,054 202,493 203,183 203,864 204,000 204,546 204,718 204,610 204,011 203,353 202,678 202,168 201,658 (2) 受領資料より

ごみの排出量 t/年 55,661 56,213 55,274 55,296 54,703 55,078 54,498 54,213 53,691 53,316 52,621 53,126 53,268 53,555 53,437 53,550 53,585 53,710 53,439 53,303 53,165 52,984 52,802 (3) = (4) + (23) + (29)

家庭系ごみ排出量 t/年 43,953 44,179 43,458 43,128 42,772 43,096 42,658 42,518 42,106 41,809 41,255 41,759 41,901 42,157 42,070 42,183 42,218 42,312 42,072 41,936 41,798 37,515 33,049 (4) = Σ ( (5) ： (9) )

可燃ごみ t/年 34,340 34,399 34,149 33,702 33,677 33,948 33,210 32,701 31,960 31,301 30,449 30,820 30,925 31,114 31,050 31,133 31,159 31,228 31,051 30,951 30,849 26,564 22,155 (5) = (34) * (1) * (2) /1000000

不燃ごみ t/年 1,037 1,027 915 915 876 858 859 866 870 876 876 887 890 895 894 896 897 899 894 891 888 888 883 (6) = (39) * (1) * (2) /1000000

有害ごみ t/年 78 73 70 66 64 71 72 72 72 73 73 74 74 75 74 75 75 75 74 74 74 74 74 (7) = (40) * (1) * (2) /1000000

粗大ごみ t/年 927 997 993 1,042 951 929 930 938 942 949 949 961 964 970 968 971 971 974 968 965 962 962 957 (8) = (41) * (1) * (2) /1000000

資源物 t/年 7,572 7,684 7,331 7,404 7,204 7,290 7,587 7,941 8,262 8,610 8,908 9,017 9,048 9,103 9,084 9,108 9,116 9,136 9,085 9,055 9,025 9,027 8,980 (9) = (42) * (1) * (2) /1000000

新聞紙 t/年 1,353 1,265 1,169 1,206 1,115 1,128 1,174 1,229 1,278 1,332 1,378 1,395 1,400 1,408 1,405 1,409 1,410 1,414 1,406 1,401 1,396 1,397 1,389 (10) = (9) * H26排出割合 15.5%

雑誌 t/年 1,693 1,708 1,613 1,677 1,625 1,645 1,713 1,792 1,864 1,942 2,011 2,034 2,041 2,054 2,049 2,056 2,056 2,061 2,049 2,042 2,037 2,037 2,027 (11) = (9) * H26排出割合 22.6%

段ボール t/年 1,315 1,406 1,359 1,391 1,365 1,382 1,438 1,505 1,566 1,632 1,688 1,709 1,715 1,725 1,722 1,726 1,728 1,732 1,722 1,716 1,710 1,711 1,702 (12) = (9) * H26排出割合 19.0%

布 t/年 516 544 492 472 439 444 462 484 504 525 543 550 552 555 554 555 556 557 554 552 550 550 547 (13) = (9) * H26排出割合 6.1%

紙パック t/年 20 19 18 14 13 13 14 14 15 15 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 (14) = (9) * H26排出割合 0.2%

スチール缶 t/年 348 327 327 302 298 302 314 329 342 357 369 374 375 377 376 377 378 378 376 375 374 374 372 (15) = (9) * H26排出割合 4.1%

アルミ缶 t/年 297 296 308 307 307 310 323 338 352 367 379 384 385 388 387 388 388 389 387 386 384 384 382 (16) = (9) * H26排出割合 4.3%

スチールばら物 t/年 32 37 31 31 31 31 32 34 35 37 38 38 39 39 39 39 39 39 39 39 38 38 38 (17) = (9) * H26排出割合 0.4%

アルミばら物 t/年 30 36 35 32 30 31 32 33 35 36 37 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 (18) = (9) * H26排出割合 0.4%

びん類 t/年 1,417 1,439 1,387 1,411 1,436 1,453 1,512 1,583 1,647 1,716 1,775 1,797 1,803 1,814 1,811 1,815 1,817 1,821 1,811 1,805 1,799 1,799 1,790 (19) = (9) * H26排出割合 19.9%

ペットボトル t/年 551 605 590 559 543 549 571 598 622 648 671 679 681 686 684 686 687 688 684 682 680 680 676 (20) = (9) * H26排出割合 7.5%

白色トレイ t/年 1 1 1 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 (21) = (9) * H26排出割合 0.0%

廃食用油 t/年 - 0 1 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 (22) H26の実績値と仮定

事業系ごみ排出量 t/年 11,675 11,996 11,775 12,124 11,884 11,932 11,790 11,644 11,534 11,456 11,315 11,315 11,315 11,346 11,315 11,315 11,315 11,346 11,315 11,315 11,315 11,346 11,315 (23) = (49) * (1)

可燃ごみ t/年 11,278 11,592 11,355 11,641 11,534 11,580 11,444 11,302 11,195 11,119 10,982 10,982 10,982 11,013 10,982 10,982 10,982 11,013 10,982 10,982 10,982 11,013 10,982 (24) = (23) - Σ ( (25) ： (28) ) 97.1%

不燃ごみ t/年 2 26 2 19 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 (25) = (23) * H26排出割合 0.0%

有害ごみ t/年 1 1 1 1 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 (26) = (23) * H26排出割合 0.0%

粗大ごみ t/年 394 377 416 463 347 349 344 340 337 335 331 331 331 331 331 331 331 331 331 331 331 331 331 (27) = (23) * H26排出割合 2.9%

資源物 t/年 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (28)

その他排出量（不法投棄、ボランティア） t/年 33 37 40 44 47 50 50 51 51 51 51 52 52 52 52 52 52 52 52 52 52 52 52 (29) = (46) * (1) * (2) /1000000

集団回収量 t/年 2,531 2,417 2,426 2,279 2,150 2,144 2,147 2,166 2,174 2,189 2,191 2,217 2,225 2,238 2,234 2,240 2,242 2,247 2,234 2,227 2,219 2,220 2,208 (30) = (47) * (1) * (2) /1000000

総排出量 t/年 58,192 58,630 57,699 57,575 56,853 57,222 56,645 56,379 55,865 55,505 54,812 55,343 55,493 55,793 55,671 55,790 55,827 55,957 55,673 55,530 55,384 55,204 55,010 (31) = (3) + (30)

1人1日当たりのごみの排出量 g/人日 789 796 785 784 771 771 761 751 741 731 721 719 718 718 718 717 717 717 718 718 719 716 717 (32) = (3) / (1) / (2) *1000000

家庭系ごみ排出量 g/人日 623 626 617 611 603 603 596 589 581 573 565 565 565 565 565 565 565 565 565 565 565 507 449 (33) = (4) / (1) / (2) *1000000

可燃ごみ g/人日 487 487 485 478 475 475 464 453 441 429 417 417 417 417 417 417 417 417 417 417 417 359 301 (34) ケース１より水切り等の施策実施

食べ残し削減 g/人日 5 10 15 20 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 (35)

水切り削減 g/人日 1 2 4 6 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 (36)

レジ袋削減 g/人日 1 2 3 4 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 (37)

紙類削減 g/人日 4 8 12 16 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 (38)

不燃ごみ g/人日 15 15 13 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 (39) H26の実績値と仮定

有害ごみ g/人日 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 (40) H26の実績値と仮定

粗大ごみ g/人日 13 14 14 15 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 (41) H26の実績値と仮定

資源物 g/人日 107 109 104 105 102 102 106 110 114 118 122 122 122 122 122 122 122 122 122 122 122 122 122 (42) ケース１より紙類の分別実施

紙類 g/人日 4 8 12 16 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 (43)

（資源物を除く家庭系ごみ排出量） g/人日 516 517 513 506 501 501 490 479 467 455 443 443 443 443 443 443 443 443 443 443 443 385 327 (44) = (33) - (42)

事業系ごみ排出量 g/人日 165 170 167 172 167 167 165 161 159 157 155 153 153 152 152 152 151 152 152 152 153 153 154 (45) = (23) / (1) / (2) *1000000

その他排出量※1 g/人日 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 (46) H26の実績値と仮定

1人1日当たりの集団回収量 g/人日 36 34 34 32 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 (47) H26の実績値と仮定

1人1日当たりの総排出量 g/人日 825 831 819 816 801 801 791 781 771 761 751 749 748 748 748 747 747 747 748 748 749 746 747 (48) = (31) / (1) / (2) *1000000

1日当たりの事業系ごみ排出量※1 t/日 32 33 32 33 33 33 32 32 32 31 31 31 31 31 31 31 31 31 31 31 31 31 31 (49) H28年度以降、前年度から1％削減と仮定

ごみ焼却対象量 t/年 46,667 47,149 46,581 46,394 46,171 46,493 45,649 45,035 44,220 43,521 42,562 42,946 43,055 43,282 43,184 43,270 43,297 43,400 43,185 43,082 42,976 42,835 42,693 (50) = (51) + (52)

可燃ごみ t/年 45,618 45,991 45,504 45,342 45,212 45,528 44,654 44,003 43,155 42,420 41,431 41,802 41,907 42,127 42,032 42,115 42,141 42,241 42,033 41,933 41,831 37,577 33,137 (51) = (5) + (24)

処理後可燃物 t/年 1,049 1,158 1,077 1,051 959 965 995 1,032 1,065 1,101 1,131 1,144 1,148 1,155 1,152 1,155 1,156 1,159 1,152 1,149 1,145 1,145 1,140 (52) = （不燃ごみ、有害ごみ、粗大ごみ、資源物）*H26排出割合 10.1%

焼却残渣量 t/年 4,959 5,316 5,212 5,409 4,209 5,653 5,550 5,475 5,376 5,291 5,175 5,221 5,235 5,262 5,250 5,261 5,264 5,277 5,251 5,238 5,225 5,208 5,191 (53) = (50) * H26排出割合 12.2%

破砕選別等処理量 t/年 5,130 5,261 5,102 5,168 4,904 4,905 5,010 5,152 5,275 5,416 5,520 5,585 5,602 5,635 5,624 5,638 5,643 5,654 5,624 5,608 5,590 5,590 5,563 (54) = Σ ( (55) ： (60) )

不燃ごみ t/年 1,038 1,053 918 935 877 859 860 867 871 877 877 888 891 896 895 897 898 900 895 892 889 889 884 (55) = (6) + (25)

有害ごみ t/年 79 74 71 67 65 73 73 73 73 74 74 75 75 76 75 76 76 76 75 75 75 75 75 (56) = (7) + (26)

粗大ごみ t/年 1,321 1,375 1,409 1,505 1,298 1,278 1,274 1,278 1,279 1,284 1,280 1,292 1,295 1,301 1,299 1,302 1,302 1,305 1,299 1,296 1,293 1,293 1,288 (57) = (8) + (27) 13.7%

資源物 t/年 2,676 2,741 2,679 2,642 2,645 2,676 2,784 2,915 3,033 3,162 3,270 3,311 3,322 3,343 3,336 3,344 3,348 3,354 3,336 3,326 3,314 3,314 3,297 (58) = Σ ( (15) ： (21) )

不法投棄 t/年 13 13 14 15 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 (59) = H26の実績値と仮定

ボランティア t/年 3 6 11 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 (60) = H26の実績値と仮定

再資源化量 t/年 11,177 10,278 9,570 10,434 10,222 10,491 10,984 11,541 12,061 12,612 13,106 13,258 13,323 13,416 13,428 13,489 13,533 13,591 13,571 13,576 13,582 13,624 13,614 (61) = (62) + (63)

資源物 t/年 7,572 7,684 7,331 7,404 7,204 7,290 7,587 7,941 8,262 8,610 8,908 9,017 9,048 9,103 9,084 9,108 9,116 9,136 9,085 9,055 9,025 9,027 8,980 (62) = (9)

不燃ごみ等中間処理後資源物 t/年 3,606 2,594 2,238 3,030 3,018 3,201 3,397 3,600 3,799 4,002 4,198 4,241 4,275 4,313 4,344 4,381 4,417 4,455 4,486 4,521 4,557 4,597 4,634 (63) = (64) + (68)

焼却灰資源化等焼却施設から t/年 2,489 1,398 1,070 1,809 1,867 2,064 2,261 2,458 2,655 2,852 3,050 3,080 3,111 3,143 3,176 3,210 3,245 3,281 3,318 3,356 3,395 3,435 3,477 (64) = Σ ( (65) ： (67) ) 4.0%

飛灰資源化 t/年 282 0 0 0 169 308 446 584 722 860 1,000 1,030 1,061 1,093 1,126 1,160 1,195 1,231 1,268 1,306 1,345 1,385 1,427 (65) =

主灰資源化 t/年 2,124 1,313 980 1,716 1,647 1,706 1,765 1,824 1,883 1,942 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 (66) =

焼鉄 t/年 83 85 90 92 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 (67) = H26の実績値と仮定

金属類・その他 t/年 1,116 1,196 1,168 1,222 1,151 1,137 1,136 1,142 1,144 1,150 1,148 1,161 1,164 1,170 1,168 1,171 1,172 1,174 1,168 1,165 1,162 1,162 1,157 (68) = Σ ( (6) (7) (8) (25) ： (29) )* H26実績割合 50.3%

再資源化率 t/年 20.1% 18.3% 17.3% 18.9% 18.7% 19.0% 20.2% 21.3% 22.5% 23.7% 24.9% 25.0% 25.0% 25.1% 25.1% 25.2% 25.3% 25.3% 25.4% 25.5% 25.5% 25.7% 25.8% (69) = (61) / (3)

リサイクル量 t/年 13,708 12,695 11,996 12,713 12,371 12,635 13,131 13,707 14,235 14,801 15,297 15,475 15,548 15,654 15,662 15,729 15,775 15,838 15,805 15,803 15,801 15,844 15,822 (70) = (61) + (30)

リサイクル率 - 23.6% 21.7% 20.8% 22.1% 21.8% 22.1% 23.2% 24.3% 25.5% 26.7% 27.9% 28.0% 28.0% 28.1% 28.1% 28.2% 28.3% 28.3% 28.4% 28.5% 28.5% 28.7% 28.8% (71) = (70) / (30)

最終処分量 t/年 2,872 4,424 4,553 3,992 2,713 3,961 3,662 3,393 3,098 2,818 2,504 2,525 2,509 2,507 2,461 2,439 2,407 2,385 2,320 2,268 2,214 1,863 1,804 (72) = (73) + (74)

焼却灰 t/年 2,470 3,917 4,142 3,601 2,343 3,589 3,289 3,017 2,721 2,439 2,125 2,141 2,124 2,119 2,074 2,051 2,019 1,996 1,933 1,882 1,830 1,773 1,714 (73) = (53) - (64)

不燃ごみ等処理後残渣 t/年 402 507 412 392 370 372 373 376 377 379 379 384 385 388 387 388 388 389 387 386 384 90 90 (74) = Σ ( (6) (7) (8) (9) (25) ： (29) )* H26実績割合 3.9%

最終処分率 - 5.2% 7.9% 8.2% 7.2% 5.0% 7.2% 6.7% 6.3% 5.8% 5.3% 4.8% 4.8% 4.7% 4.7% 4.6% 4.6% 4.5% 4.4% 4.3% 4.3% 4.2% 3.5% 3.4% (75) = (72) / (3)

※端数処理のため、内訳と合計が一致しないことがあります。

※1表記上は整数としていますが、年間排出量は小数点第１位までの数値で計算しています。

単位
実績

備考
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（４）施設完成後の発電と売電予想 

表 1-8 施設完成後の発電と売電予想 

項目 設定値及び計算値 

焼却量 175t/日 

年間実稼働日 280 日/年 

ごみ質 7,500kJ/kg 

入熱から熱回収効率 80％ 

発電効率 15％ 

発電出力 1,823kw 

売電単価 12 円/kwh 

年間売電収益 
1,823kw×24h/日×280 日/年×12 円/kwh 

≑147,007 千円/年 

 

（５）施設完成後の維持管理費 

 平成 29 年度実績より,焼却処理施設の新施設整備事業又は基幹的設備改良事業完成後の維持

管理費は表 1-9 のとおりです。 

 

表 1-9 施設完成後の維持管理費 

年度 

項目 
平成 29 年度 

維
持
管
理
費 

運転管理業務委託費 396,000,000 

点検整備費・修繕費等 157,383,880 

光熱水費 165,092,571 

 

 

年度 

 

項目 

新施設整備事業 

平成 44 年度 

（2032 年度）稼働 

基幹的設備改良事業 

平成 44 年度 

（2032 年度）稼働 

維
持
管
理
費 

運転管理業務委託費 396,000,000 396,000,000 

点検整備費・修繕費等 100,000,000 125,000,000 

光熱水費 50,000,000 80,000,000 

※表中の維持管理費は現状における想定価格のため,予算時期には再確認が必要です。 

※現施設は基幹的設備改良工事を平成 26～28 年度に実施していることから、維持管理費の実績は

平成 29 年度のもののみとしました。 

（単位：円）（税抜） 

（単位：円）（税抜） 
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し尿処理施設 
（１）し尿処理方式の比較 

表 2-1 し尿処理（生物学的脱窒素処理）方式の比較(1/3) 
 

                処理方式 

 

 項  目 

（１）標準脱窒素処理方式 （２）高負荷脱窒素処理方式 （３）膜分離高負荷脱窒素処理方式 （４）浄化槽汚泥混入比率の高い脱窒素処理方式 

１．処理フローの特徴等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (高度処理方式) 

 

 

 

 

 

 

 

 (希釈水量等について) 

 

 

 

 

 

（合併処理浄化槽汚泥中の油

分対策) 

 

 

 

 

・昭和 50 年代から主流となってきた処理方式

で,全体的に最も建設実績の多い方式である。 

・水槽容量は,方式(2),方式(3),方式(4)に比べ

て大きく,搬入し尿等の濃度変動に対応しやす

い。 

・施設建設面積は方式(4)に比べ広い面積が必要

となる。 

 

 

 

 

 

 

 

・高度処理設備は希釈水量が多いため,他の方式

では使用しないオゾン酸化設備や砂ろ過設備

を設置して,ＳＳ,ＣＯＤ,色度成分の除去を行

う。 

 （場合によっては砂ろ過設備の後に活性炭吸着

設備を設ける場合もある。） 

 

 

・プロセス用水も含めて 5～10 倍の希釈水量が必

要となる。（水源の確保が必要となる。） 

 ※ＢＯＤ濃度を 1,200 ㎎/L 程度に調整するた

め,希釈倍数は浄化槽汚泥混入比率により変

わる。 

 

・合併処理浄化槽汚泥の搬入に伴い油分（ｎ－ヘ

キサン）の量が増加すると,受入貯留設備の細

目スクリーンに目詰りを生じやすくなる。 

 対策として,前処理設備に高圧洗浄,温水洗浄,

アルカリ洗浄装置を設置する必要がある。 

・この方式の特徴として,単一槽形式,単一槽に

二次硝化 

・脱窒素槽を付設する形式,複数槽形式がある。

昭和 60年頃から建設実績の多くなった処理方

式である。 

・希釈水を用いず,高濃度の活性汚泥で処理する

ため,方式(1)に比べて小さな槽容量で処理が

可能である。 

・生物処理でのＭＬＳＳ濃度が 12,000～20,000

㎎/L での運転となり,沈殿槽排出水のＳＳ濃度

が高いため,凝集分離設備を設けることを標準

としている。 

 ・凝集分離設備まで主処理となる。 

 

・高度処理設備はＳＳ除去として砂ろ過設備と,ＣＯ

Ｄ,色度成分除去のための活性炭吸着設備の組

合せとなる。 

 

 

 

 

 

・プロセス用水（ 0.5～2 倍）以外の希釈用の水

を用いない。 

 放流水量は,1.5～3倍量となる。 

 

 

 

・合併処理浄化槽汚泥の搬入に伴い油分（ｎ－ヘ

キサン）の量が増加すると,受入貯留設備の細

目スクリーンに目詰りを生じやすくなる。 

 対策として,前処理設備に高圧洗浄,温水洗浄,

アルカリ洗浄装置を設置する必要がある。 

・高負荷脱窒素処理方式での汚泥の沈降性の課題

を克服するため,固液分離に膜分離装置を用

い,処理の安定性を高めた処理方式である。 

・昭和 62 年頃に開発され,以降採用実績も増加し

てきている方式である。 

・膜分離を行うことにより,固液分離工程からの

ＳＳの流出がなくなり,高ＭＬＳＳ濃度

（12,000～20,000 ㎎/L）の汚泥の管理が容易

である。 

 

 

 

 

 

・高度処理設備は,凝集膜分離設備で膜によりＳ

Ｓ分を全て除去しているため,砂ろ過設備を設

置する必要がない。 

・ＣＯＤ,色度成分除去のための,活性炭吸着設備

を組合せる。 

 

 

 

・プロセス用水（0.5～2倍）以外の希釈用の水を

用いない。 

 放流水量は,1.5～3倍量となる。 

 

 

 

・合併処理浄化槽汚泥の搬入に伴い油分（ｎ－ヘ

キサン）の量が増加すると,受入貯留設備の細

目スクリーンに目詰りを生じやすくなる。 

 対策として,前処理設備に高圧洗浄,温水洗浄,

アルカリ洗浄装置を設置する必要がある。 

   

・近年各地で浄化槽汚泥の増加傾向が見られ,この

傾向に対してより効率的な処理方式として,平成

６年頃から開発された現在最も新しい処理方式

であり,建設実績が増加している方式である。 

・直接脱水（又は,濃縮分離）することにより搬入

浄化槽汚泥の性状変化（ＳＳ）にも対応でき以降

の生物処理の負荷が軽減し,槽容量も小さくな

る。 

 

 

 

 

 

・固液分離に膜分離装置を採用することにより,安

定した固液分離が可能となり,高度処理は活性炭

吸着設備のみで処理可能である。 

・前工程で無機凝集剤添加による直接脱水又は濃縮

分離処理を行うことにより,高度処理としての凝

集分離設備は不要となる。 

 

 

・プロセス用水（0.5～2倍）以外の希釈用の水を用

いない。 

 放流水量は,1.5～3倍量となる。 

 

 

 

・合併浄化槽汚泥の搬入に伴い油分（ｎ－ヘキサン）

の量が増加すると,受入貯留設備の細目スクリー

ンに目詰りを生じやすくなる。 

 対策として,前処理設備に高圧洗浄,温水洗浄,ア

ルカリ洗浄装置を設置する必要がある。 

  また,後段の直接脱水との組合せにより,前処理

に粗目スクリーンの採用の方式もある。 

・し尿,浄化槽汚泥等を凝集剤添加により直接脱水

（又は凝集分離）することにより,生物処理槽へ

の流入負荷を安定化できる。 

 濃度変動が大きいと言われる浄化槽汚泥混入比

率が高い場合に効果的である。 
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表 2-1 し尿処理（生物学的脱窒素処理）方式の比較(2/3) 

                処理方式 

 

 項  目 

（１）標準脱窒素処理方式 （２）高負荷脱窒素処理方式 （３）膜分離高負荷脱窒素処理方式 
（４）浄化槽汚泥混入比率の高い脱窒素処理

方式 

２. 処理水質              （技術評価書）      （性能指針） 

希釈倍数     5～8倍量          6～8 倍量      

ＢＯＤ       10㎎／L以下   10㎎／L以下 

ＣＯＤ       20㎎／L以下   35㎎／L以下 

ＳＳ         10㎎／L以下   20㎎／L以下  

Ｔ－Ｎ     10㎎／L以下     20㎎／L以下  

Ｔ－Ｐ      1㎎／L以下     1㎎／L以下  

色 度        30 度   以下  

              （技術評価書）   （性能指針）   

希釈倍数     0.5～2倍量        6～8 倍量 

ＢＯＤ     10 ㎎／L以下   10 ㎎／L以下 

ＣＯＤ     20 ㎎／L以下   35 ㎎／L以下 

ＳＳ      10 ㎎／L以下   20 ㎎／L以下 

Ｔ－Ｎ     10 ㎎／L以下   20 ㎎／L以下 

Ｔ－Ｐ      1 ㎎／L以下    1 ㎎／L以下 

色 度          30 度  以下 

       

             （技術評価書）      （性能指針）  

希釈倍数    0.5～2倍量         6～8 倍量 

ＢＯＤ     10 ㎎／L以下    10 ㎎／L以下 

ＣＯＤ     20 ㎎／L以下   35 ㎎／L以下 

ＳＳ       5 ㎎／L以下  20 ㎎／L以下 

Ｔ－Ｎ     10 ㎎／L以下  20 ㎎／L以下 

Ｔ－Ｐ      1 ㎎／L以下   1 ㎎／L以下 

色 度         30 度   以下                        

 

  ○ 膜分離装置の採用によりＳＳ濃度が低く

なる。 

              （技術評価書）     （性能指針）   

希釈倍数     0.5～2倍量        6～8 倍量 

ＢＯＤ     10㎎／L以下   10㎎／L以下 

ＣＯＤ     20㎎／L以下   35㎎／L以下 

ＳＳ       5㎎／L以下   20㎎／L以下 

Ｔ－Ｎ     10㎎／L以下   20㎎／L以下 

Ｔ－Ｐ      1㎎／L以下    1㎎／L以下 

色 度         30 度   以下   

 

  ○ 膜分離装置の採用によりＳＳ濃度が低く

なる。 

３．施設管理人員  

100kL/日～200kL/日施設

の場合。 

（ ）内はメタン発酵等の

資源化設備要員を含む。 

5～6 名（7～8名） 

（休日,夜間等の交替人員含まず） 

6～7 名（8～9名） 

（休日,夜間等の交替人員含まず） 

6～7 名（8～9名） 

（休日,夜間等の交替人員含まず） 

6～7 名（8～9名） 

（休日,夜間等の交替人員含まず） 

４．採用技術,実績等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・し尿処理施設構造指針に定められた処理方式で

ある。 

 全国的に最も建設実績が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・し尿処理施設構造指針に定められた処理方式で

ある。 

・単一槽形式,単一槽に二次硝化・脱窒素設備を付

設する形式,複数形式がある。 

・一時期採用実績が多かったが,最近では比較的

大規模の施設での採用例が多い。 

・性能指針で採用されている処理方式である。 

・全体のシステム及び膜の仕様は異なった種類が

ある。 

・なお,膜の仕様については,現在,チューブラ

膜,平膜,液中膜,回転平膜がある。 

・この処理方式で技術評価書を得ているメーカー

は 15 社である。 

  （評価書 第 13号,第 14 号,第 15号,第 22号） 

・近年建設実績の多い処理方式である。 

・性能指針で採用されている処理方式である。 

・全体のシステム及び膜の仕様は異なった種類が

ある。 

・なお,膜の仕様については,現在,チューブラ

膜,平膜,液中膜,回転平膜がある。 

・従来の膜分離高負荷脱窒素処理方式の改良型で

あるが,この処理方式で技術評価書を得ている

メーカーは現在 15 社である。 

  （評価書 第 1号,第 2号,第 3号,第 6号,第７

号,第 11号,第 12 号,第 15 号,第 20 号） 

・全国的な傾向として浄化槽汚泥比率の割合が高

くなっているケースが多いため,最近では採用

実績が多くなっている。 

５．配置計画 

   方式(1)100kL/日施設の

建築面積を 100（指数）と

した場合  

 

 

 

（１）鉄筋コンクリート造（地下 1階,地上 2階） 

（２）建築面積指数   100 

    

 

（１）鉄筋コンクリート造（地下 1階,地上 2階） 

（２）建築面積指数   97 

    

 

（１）鉄筋コンクリート造（地下 1階,地上 2階） 

（２）建築面積指数   98 

    

 

（１）鉄筋コンクリート造（地下 1階,地上 2階） 

（２）建築面積指数   96 
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表 2-1 し尿処理（生物学的脱窒素処理）方式の比較(3/3) 

処理方式 

 

 項  目                                                                                                  

（１）標準脱窒素処理方式 （２）高負荷脱窒素処理方式 （３）膜分離高負荷脱窒素処理方式 （４）浄化槽汚泥混入比率の高い脱窒素処理方式 

６. 維持管理費について(指数) 

    (方式(１)を 100 とする) 

  １）電気費       100 

    ２）薬品費       100 

    ３）燃料費（重油）   100 

       （計）          100



 ・曝気のためのブロワ動力等が大きい。 

 ・汚泥の発生量 ８～10 ㎏-ds／kL 

   １）電気費        76   

     ２）薬品費        107   

     ３）燃料費（重油）    100   

        （計）           94 



  ・高効率の曝気装置（ポンプ循環等）の採用に

より,曝気動力が少なくなる。   

  ・凝集分離のための薬品費が多くなる。 

  ・汚泥の発生量は方式(１)とほぼ同じ。 

    １）電気費        80      

     ２）薬品費        100      

     ３）燃料費（重油）    100      

        （計）           93



  ・方式(２)に比べ,膜分離装置（生物処理及び

凝集用）の動力が増。  

  ・汚泥の発生量は方式(１)とほぼ同じ。 

    １）電気費        52       

     ２）薬品費        100       

     ３）燃料費（重油）    81       

        （計）           78



  ・し尿,浄化槽汚泥を脱水又は濃縮することにより,  

生物処理への負荷が低減でき,曝気動力が少なく  

なる。 

  ・方式(３)に比べ膜分離装置が１段（凝集用は不要）

で済み,動力費が少なくなる。 

 ・し尿,浄化槽汚泥を脱水又は濃縮するため,汚泥の

発生量は方式(１)に比べ,約 10～20％多くなる。 

・直接脱水又は濃縮分離の場合,脱水（濃縮）汚泥

の水分の低下（3～4％）が可能となり,汚泥の乾

燥・焼却のための燃料費が低減できる。 

７．補修整備費等について 

１）補修整備費指数 

   （方式(１)を 100 とする） 

  ２）膜交換費指数 

   （方式(３)を 100 とする） 

   １）補修整備費     100          １）補修整備費      101          １）補修整備費     105      

    ２）膜交換費      100      

       （交換頻度 2～3 年に１回） 

    １）補修整備費      98        

    ２）膜交換費       65        

       （交換頻度 2～3 年に１回）   

８．建設費概算指数 

    （方式(１)を 100 とする） 

 

 

 

 

 

 

     土木建築設備 

 

 

     機械設備 

 

 

     配管設備 

 

     電気計装設備 

 

     付帯設備 

   １）土木建築設備   100   

   ２）機械設備     100   

  ３）配管設備     100   

  ４）電気計装設備   100  

  ５）付帯設備     100  

  ６）諸 経 費         100  

   （全 体）          100  

 

・方式(２),(３),(４)に比べ生物処理の水槽

が大きくなる。 

 

 

 

 

・処理水量が,5～8 倍運転となるため,又,曝気

ブロワ風量が多く,他方式に比べ設備費が高

くなる。 

・高負荷方式に比べ曝気ブロワ,高度処理設備

等の動力台数が多くなる。 

・他の方式に比べ建築面積,敷地面積が広くな

るため,場内整備（構内道路,雨水排水,造園

等）分が多くなる。 

     １）土木建築設備     93  

     ２）機械設備       105  

     ３）配管設備       81  

     ４）電気計装設備     97  

     ５）付帯設備       80  

     ６）諸 経 費           96  

      （全 体）            96  

     

 

 

 

・高負荷のため,方式(１)に比べ曝気装置（ポン

プ循環等）の設備費が高くなる。 

     １）土木建築設備    93  

     ２）機械設備      110  

     ３）配管設備      84  

     ４）電気計装設備    99  

     ５）付帯設備      80  

     ６）諸 経 費          98  

      （全 体）           98  

     

 

 

 

・方式(１),方式(２)に比べ,固液分離装置（膜

分離装置のコストが 高くなる。（生物膜,凝集

膜２段） 

 

・方式(２)に比べ,膜分離装置（生物膜,凝集膜）

関係の配管分が高くなる。 

・方式(２)に比べ,膜分離装置関係の設備費が多

い。 

     １）土木建築設備    86  

     ２）機械設備      102  

     ３）配管設備      76  

     ４）電気計装設備    93  

     ５）付帯設備      80  

     ６）諸 経 費          92  

      （全 体）           94  

 

・し尿,浄化槽汚泥等を直接脱水又は濃縮分離するこ

とにより,生物処理の水槽が方式(２),方式(３)に

比べ小さくなる。 

・固液分離装置（膜分離装置）が,１段（生物膜のみ, 

凝集設備が不要）で済むため,方式(３)より安くな

る。 

・方式(３)に比べ,凝集膜分離装置分が安くなる。 

 

 

  （技術根拠参考資料）  （社）全国都市清掃会議「評価書第 13号」（平成 13 年 10 月）による。 

 （財）廃棄物研究財団「廃棄物処理技術評価－技術資料－」（平成 6年 9月～平成 11 年 12 月）による。 

） 
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（２）し尿等の処理量予測 

表2-2 生活排水処理形態別人口の予測 

  

表 2-3 し尿汲み取り量及び浄化槽汚泥量の予測 

 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

行政区域内人口 人 193,274 192,884 192,951 193,332 194,438 195,272 196,089 197,776 198,552 199,352 200,054 202,493 203,183 203,864 204,000 204,546 204,718 204,610 204,011 203,353 202,678
H27～は八千代市総合企画課作成。「八千代市第4次総合計画　後期
基本計画」参考資料から設定。

処理人口（自家処理を除く人口） 人 193,274 192,884 192,951 193,332 194,438 195,272 196,089 197,776 198,552 199,352 200,054 202,493 203,183 203,864 204,000 204,546 204,718 204,610 204,011 203,353 202,678 生活排水処理人口+生活雑排水未処理人口

生活排水処理人口 人 183,043 183,378 184,028 184,938 187,019 188,354 189,628 191,834 193,067 194,326 195,483 198,482 199,614 200,735 201,274 202,082 202,520 202,685 202,363 201,983 201,583
公共下水道人口+農業集落排水処理人口+コミュニティ・プラント人口+
合併処理浄化槽人口

％ 94.7 95.1 95.4 95.7 96.2 96.5 96.7 97.0 97.2 97.5 97.7 98.0 98.2 98.5 98.7 98.8 98.9 99.1 99.2 99.3 99.5 生活排水処理人口÷処理人口×100

公共下水道人口 人 174,862 174,428 175,101 175,112 176,768 177,748 178,710 180,603 181,524 182,471 183,315 186,002 186,821 187,630 187,856 189,680 191,135 192,316 193,011 193,647 194,265
市の予測資料より。H37からH45は「下水整備人口算出資料」より算
出。

農業集落排水処理人口 人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0とする

コミュニティ・プラント人口 人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0とする

合併処理浄化槽人口 人 8,181 8,950 8,927 9,826 10,251 10,606 10,918 11,231 11,543 11,855 12,168 12,480 12,793 13,105 13,418 12,402 11,385 10,369 9,352 8,336 7,318
通常型+高度処理型。H37以降は行政区域内人口－公共下水道人口
－生活雑排水未処理人口

通常型合併処理浄化槽 人 6,230 6,602 6,341 6,664 6,673 6,828 6,940 7,053 7,165 7,277 7,390 7,502 7,615 7,727 7,840 7,246 6,652 6,059 5,465 4,871 4,276
市の予測資料より。H37以降はH36の当該浄化槽が含まれる比率と同
比率。

高度処理型合併処理浄化槽※ 人 1,951 2,348 2,586 3,162 3,578 3,778 3,978 4,178 4,378 4,578 4,778 4,978 5,178 5,378 5,578 5,156 4,733 4,310 3,887 3,465 3,042 市の予測資料より。H37以降は合併処理浄化槽人口－通常型

市街化区域 人 3,408 3,595 3,249 3,213 3,136 3,063 2,990 2,921 2,856 2,795 2,737 2,681 2,629 2,579 2,531 2,339 2,148 1,956 1,764 1,572 1,380 市の予測資料より

市街化調整区域 人 4,773 5,355 5,678 6,613 7,115 7,543 7,928 8,310 8,687 9,060 9,431 9,799 10,164 10,526 10,887 10,063 9,237 8,413 7,588 6,764 5,938 市の予測資料より

生活雑排水未処理人口 人 10,231 9,506 8,923 8,394 7,419 6,918 6,461 5,942 5,485 5,026 4,571 4,011 3,569 3,129 2,726 2,464 2,198 1,925 1,648 1,370 1,095 単独処理浄化槽人口+汲み取り人口

％ 5.3 4.9 4.6 4.3 3.8 3.5 3.3 3.0 2.8 2.5 2.3 2.0 1.8 1.5 1.3 1.2 1.1 0.9 0.8 0.7 0.5 生活雑排水未処理人口÷処理人口×100

単独処理浄化槽人口 人 8,585 7,992 7,607 7,181 6,292 5,867 5,479 5,040 4,652 4,262 3,876 3,401 3,027 2,654 2,312 2,081 1,850 1,619 1,388 1,157 926
（行政区域内人口-生活排水処理人口）×（前年度の単独処理浄化槽
人口÷前年度の生活雑排水未処理人口）。H37以降はH36とH46を0と
した場合の直線補間。

汲み取り人口 人 1,646 1,514 1,316 1,213 1,127 1,051 982 902 833 764 695 610 542 475 414 383 348 306 260 213 169
（行政区域内人口-生活排水処理人口）×（前年度の汲み取り人口÷
前年度の生活雑排水未処理人口）。H37以降はH36とH46を0とした場
合の直線補間。

予測方法
予測

種
類
別

地
域
別

実績
区分 単位

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42

し尿汲み取り量 kL/年 2,194 1,909 1,763 1,793 1,798 1,681 1,566 1,439 1,329 1,222 1,109 973 865 760 660 612 554 489 414 340 269

浄化槽汚泥量 kL/年 8,236 8,486 8,627 8,935 9,073 9,155 9,174 9,198 9,241 9,309 9,328 9,338 9,387 9,463 9,499 8,757 8,015 7,294 6,531 5,790 5,047

合併処理浄化槽汚泥量 kL/年 4,974 5,446 5,629 6,133 6,557 6,793 6,974 7,174 7,373 7,593 7,772 7,972 8,172 8,394 8,571 7,921 7,272 6,642 5,974 5,325 4,675

単独処理浄化槽汚泥量 kL/年 3,262 3,040 2,998 2,802 2,516 2,362 2,200 2,024 1,868 1,716 1,556 1,366 1,215 1,069 928 836 743 652 557 465 372

処理量 kL/年 10,430 10,395 10,390 10,728 10,871 10,836 10,740 10,637 10,570 10,531 10,437 10,311 10,252 10,223 10,159 9,369 8,569 7,783 6,945 6,130 5,316

年間日数 日 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365

予測
区分 単位

実績
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（３）施設完成後の維持管理費予想 

 平成 27 年度から平成 29 年度までの実績より,し尿処理施設の新施設整備事業完成後の維

持管理費は表 2-4 のとおりです。 

表 2-4 施設完成後の維持管理費 

年度 

項目 
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 3 ヶ年平均 

維
持
管
理
費 

運転管理業務

委託費 
43,263,888 44,500,000 44,500,000 44,087,962 

点検整備費・

修繕費等 
44,558,021 40,807,696 53,437,901 46,267,873 

光熱水費 14,443,785 11,762,400 12,866,476 13,024,220 

 

 

年度 

 

項目 

新施設整備事業 

平成 42 年度 

（2030 年度）稼働 

維
持
管
理
費 

運転管理業務委託費 42,500,000 

点検整備費・修繕費等 25,000,000 

光熱水費 12,000,000 

※表中の維持管理費は現状における想定価格のため,予算時期には再確認が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                             

発行 

平成 31年 3 月 

八千代市 

（単位：円）（税抜） 

（単位：円）（税抜） 


